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抄　　録

障害学生支援は、改正障害者差別解消法で示されている「不当な差別的取扱いの禁止」や「合理的配
慮の提供」を念頭においた支援であり、対応要領や対応指針には、大学における支援の考え方と方法が
明記されている。これらは、大学進学を希望する障害のある生徒が、高等学校から大学への移行時期
に混乱することがないよう情報公開する必要がある。大学における合理的配慮の提供においては一定
の手順が示されており、障害学生からの申し出が必要となっている。大学は状況把握と根拠資料等を
複合的に勘案して配慮内容を検討していくが、そのプロセスでは、障害学生の意思を尊重し、教員も交
えて合理的配慮に関して建設的対話を進めていく必要がある。大学における支援は、神経発達障害学
生の社会的コミュニケーションの障害や実行機能の障害を念頭に置いた支援スタイルが重要であり、
学生が直面する障害特性による困りごとを解消し、他の学生と同等の学びができるよう修学を支える
支援が中核となる。継続的な支援が行われた神経発達障害の学生は、修学支援や就職活動支援を通し
て、自身の障害特性を客観的に眺めることができ、障害受容や自己理解が本人の納得するプロセスで
進められていった。高等教育機関における神経発達障害のある学生への支援は、学びの場の保障にと
どまらず、職業人としての必要となる障害特性への対処法を知り、必要な支援を求めていく態度を育
成するものである。

1．高等教育機関における障害学生支援
（1）障害学生支援に関わる法的根拠

障害のある学生の修学支援に関する基本的な考え方は、2016年4月に施行された障害者差別解消法
を基に、文部科学省が大学における基本的な考え方を示している。「不当な差別的取り扱いの禁止」と
は、障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由に財・サービスや各種機会の提供を拒否・制限して
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はならないということであり、たとえば、抽象的に事故の危惧がある、危険が想定されるなどの一般
的・抽象的な理由に基づいての対応は適当ではないとされている。また、「合理的配慮の提供に関する
義務」に関しては、障害のある者が、他の者と平等に教育を受ける権利を享有・行使することを確保す
るために、大学等が必要かつ適当な変更・調整を行うことであり、社会的障壁の除去の実施について
必要かつ合理的な配慮をするよう努めなければならないとしている（文部科学省, 2017）。

私立大学は文部科学省から出された対応指針を参考にし、国公立大学は大学ごとに対応要領の策定
が法的義務となっている。なお、2021年5月に「改正障害者差別解消法」が可決・成立し、成立後3年以
内に、これまで合理的配慮の提供に関して努力義務だった私立大学も法的義務となる。

対象となる障害者は、障害者基本法第2条第1号に規定する障害者、即ち、「身体障害、知的障害、精
神障害（発達障害注１）を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁に
より継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものとなっている。これは、障
害者が日常生活又は社会生活において受ける制限は、機能の障害のみに起因するものではなく、社会
におけるさまざまな障壁と相対することによって生ずるものとのいわゆる「社会モデル」の考え方を
踏まえている。したがって、法が対象とする障害者は、いわゆる障害者手帳の所持者に限られないと
いう点に留意する必要がある。また、対象となる機関・事業者は、行政機関、民間事業者となっている
ため、高等教育機関はすべて法の対象となる。

（2）日本における障害学生支援
独立行政法人日本学生支援機構の調査によると、2020年度に全国の大学・短大・高等専門学校（以

下、大学等）に在籍する障害学生（35,341人）のうち、発達障害の診断がある学生は7,654人で、このうち
支援障害学生は5,331人である。すべての障害種のうち、発達障害のみ「診断書無・配慮有」の人数も
調査しており、2,495人が何らかの教育的配慮が行われている（独立行政法人日本学生支援機構, 2020）。

文部科学省は、高等教育段階における障害のある学生の修学支援の在り方について検討を行い、
2017年4月、その内容を「第二次まとめ」として公開した（文部科学省, 2017）。まず、「学生の範囲」は、
我が国における大学等に入学を希望する者及び在籍する学生、及び、科目等履修生・聴講生等、研究
生、留学生及び交流校からの交流に基づいて学ぶ学生等も含むとされている。また、「障害のある学生
の範囲」は、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態に
ある学生となっている。さらには、障害のある学生以外の、たとえば，大学等が主催するシンポジウム
や学会への参加者、附属学校に在籍する児童生徒、病院等の附属施設への訪問者等、大学等が提供する
事業に参加するすべての者が含まれる点についても考慮する必要がある。

差別が禁止されるべき事項は入学に始まり、授業や課外授業など、高等教育機関で行われるすべて
の活動となっている。また、教育上の合理的配慮検討で対象となる学生の活動の範囲は、授業、課外授
業、学校行事への参加等、教育に関するすべての事項、さらには、教育とは直接に関係しない学生の活
動や生活面への配慮（通学、学内介助（食事、トイレ等）、寮生活等）に関しても、合理的配慮の検討が必
要な事項となる。

第二次まとめには組織構築の必要性が明記されており、①障害学生支援室等の専門部署・相談窓口
の設置、②障害学生支援を主な職務とする教職員の配置、③大学等における障害のある学生への支援
に関する意思決定を行う委員会の設置、④紛争解決のための第三者組織の設置を挙げている。また、
障害学生支援に関わる学内外の組織との連携、さらには入学を希望する人が障害学生の支援状況を知
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るために、上記の情報をホームページ上に公開することとしている（文部科学省, 2017）。

（3）富山大学における障害学生支援の概要
富山大学は学生数約9,000人の中規模総合大学で、キャンパスは医療系学部のある杉谷キャンパス、

芸術系学部がある高岡キャンパス、その他5学部がある五福キャンパスの3キャンパスである。富山
大学では2007年度から発達障害のある大学生の支援を開始し、現在は、学生支援センター　アクセシ
ビリティ・コミュニケーション支援室（以下、支援室）で、発達障害及び身体障害のある学生支援に関
わる中核的な業務を行っている。支援に携わる者（以下、支援者）は5名で、内訳は専任の特命教員1
名、専任正規職員1名、フルタイムの契約社員2名、事務職員1名という構成である。

支援室では，支援を必要とする学生がスムーズに支援につながることができるように、新入生に対
し支援室パンフレットを配布するとともに、全学部の教務窓口、教養教育窓口、他の支援部署（保健管
理センター、学生相談室、就職・キャリア支援センター）との連携を密に行い、学生からの直接相談だ
けでなく、教職員からの紹介も積極的に受け入れている。2022年３月現在、支援している発達障害学
生のうち、50％が自閉スペクトラム症（ASD）、27％が注意欠如/多動症（ADHD）、21％は複数の診断

（ASD, ADHD, SLD）がある学生、2％が限局性学習症（SLD）の学生となっている。

図1　富山大学における障害学生支援体制

図1は支援室を中心に支援体制を表したものである。修学サポートは学部教職員と連携し、支援室
では修学に関わることやスケジュール管理について話し合う。受講時や試験に際しての合理的配慮に
関しては、授業担当教員や学部教職員と話し合いを重ねていくが、ここでは、支援者は学生と教職員と
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の話し合いが適切かつスムーズに行えるようメディエーターとしての役割を担う。就職に関しては、
学内の就職・キャリア支援センターと連携し、主に、インターンシップや合同説明会の情報、就職活動
に関する情報を学生に提供すると共に、障害特性に適った就職情報も提供していく。支援者と就職支
援課職員が当該学生の就職活動の進め方を検討し、学生への過度な負担がないように対応していく。
障害特性によるコミュニケーション上の困難さが大きい場合、就職支援は学外の就労支援機関と連携
する機会が多くなる。在学中の就職活動支援に加え、就職後も安定的に働くためにも、卒業後の支援
を担う専門機関につないでいくことも重要な支援の一つとなる。

心理的問題や疾病に関することは、保健管理センターの医師や臨床心理士と連携し、支援室では体
調を考慮しながら修学支援を継続する。修学状況と心身の状況は密接に関係するため、支援室と保健
管理センターは必要と思われる情報を共有し、双方の部署の専門性を活かした支援を行う必要があ
る。なお、情報共有の範囲に関しては学生の了解を取ったうえで、集団守秘義務という考え方を採用
し、定期的に必要な情報を共有しながら適切な配慮や支援を行っていく。

このように、障害学生支援に関わる体制整備は、障害学生に対する不当な差別的取扱いを防ぎ、必要
な合理的配慮をできる限り円滑かつ迅速・適切に決定・提供するために、大学組織として行う必要が
ある。

2．障害のある学生への合理的配慮
文部科学省の検討会報告第一次まとめでは、「合理的配慮とは、障害のある学生が他の学生と平等に

教育を受ける権利を持ち、それを行使するために、必要かつ適当な変更・調整を行うこと、そして、
個々の学生の教育的ニーズに応じて、個別に提供されるものであること、その内容が大学等にとって
過度な負担ではないこと、これらを満たすもののことをいう」と定義されている（文部科学省, 2012）。
基本には、社会モデルの考え方が取り入れられており、社会的障壁を除去するために、合理的配慮が検
討され提供される。

合理的配慮の内容の決定手順として、まずは学生自身からの支援に関する意思の表明が必要となる。

図2　合理的配慮の内容の決定の手順
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図2に示したような流れで合理的配慮の内容が決定され、学生に提供されるが、第二次まとめには、
「これらの手順は一方向のものではなく、障害の状況の変化や学年進行、不断の建設的対話、モニタリ
ングの内容を踏まえて、その都度繰り返されるものである」と明記されている。建設的対話とは、「障
害のある学生本人の意思を尊重しながら、本人と大学等が互いの現状を共有・認識し、双方でより適
切な合理的配慮の内容を決定するための話し合い」と定義づけられている。原則として、学生からの
申し出に際しては、障害の状況を適切に把握するための根拠資料が必要である。根拠資料とは、障害
者手帳、診断書、標準化された心理検査等の結果、専門家の所見、入学前の支援状況に関する資料等が
それに当たるが、すべてを必要であるとしているわけではない。発達障害学生の場合、その特性上、自
身の困難さを言葉で表したり、自分に必要な配慮を適切に伝えたりすることが苦手なことが多いた
め、支援者は学生からの申し出がない場合も、適切と思われる配慮を提案するために当該学生と話し
合い、適切な支援要請ができるように、学生の意思表明を支援する役割がある。

合理的配慮の内容に関して、「変更・調整」が可能な範囲は何かという点が重要である。まず、変更
ができない部分は「講義や演習等で習得すべき本質部分」と「成績評価の基準」である。公平性を損な
うような評価基準の変更や、合格基準を下げることなどは行わないこととしている。一方、合理的配
慮の内容として変更可能なことは、「習得するための手段」と「評価方法」である。講義、演習等におい
て、障害のある学生が障害のない学生と平等に参加できるようにアクセシビリティを確保することが
重要となる。第二次まとめでは、入試や単位認定のための試験においては、障害の特性に応じて、試験
時間の延長や別室受験、支援技術の利用等による情報保障、解答方法の変更等を行う等が挙げられて
おり、障害のある学生の成果を適切に評価できるよう、提出や発表の形式については柔軟に変更でき
るようにすることが大切である。

3．富山大学における発達障害学生支援
高等教育機関における障害学生支援は、歴史的に視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱・虚弱等の

身体障害学生への支援から始まり、障害学生支援体制の構築が進められてきた。富山大学でも身体障
害学生の支援は以前から行われており、当該学生が所属する学部学科の教職員や他学生によるインフ
ォーマルな配慮や支援が行われていたが、組織的な取り組みや支援室の設置までには至らなかった。
2007年、発達障害学生の支援をテーマに文部科学省学生支援GPに採択され、支援室の設置と専任の支
援者の配置が実現し、身体障害学生も含めて、すべての障害学生に対する支援が行われることとなっ
た。ここでは、富山大学に特徴的な支援について内容とその意義について述べていきたい。

（1）大学進学を希望する高校生に向けた大学体験プログラム
大学進学を希望する発達障害のある高校生やその保護者は、志望校の障害学生支援に関する情報を

望んでいる。高校から大学への移行をスムーズにするために、大学はホームページ等で障害学生支援
に関する情報を発信していく必要がある。また、障害学生支援は個別性が高いため、いつでも対応で
きる相談窓口やオープンキャンパス、入試懇談会などの機会をとらえた臨時相談窓口を設置し、個別
の相談に応じる体制を作っておく必要がある。

富山大学では、2012年から発達障害のある高校生に向けた大学体験プログラム「チャレンジ・カレ
ッジ」を企画し、全国から生徒を募集し、夏休み期間に開催している（西村, 2021a）。大学に進学する
障害学生の中でも、発達障害のある学生は入学してから大学での学びに戸惑うことが多く、オープン
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キャンパスでは充分にキャッチできない情報を提供するために企画したものである。発達障害の特性
の一つに、未経験のことに関して想像力を働かせイメージすることが難しいことが挙げられている。
通常のオープンキャンパスで提供される情報だけでは具体的なイメージを持ちにくいため、発達障害
の特性に合った情報提供をすることによって、高校生が必要な情報をキャッチし、明確な目標を持ち
つつ、受験期を過ごすことができるのではないかと考えた。プログラムには身体障害学生のピアサポ
ートに携わっている学生が学生チューターとして参加し、生徒一人に一人の学生チューターが付いて
サポートする体制を作り、進行も学生チューターが行っている。スケジュールは以下のとおりである。
①大学ってどんなところ？

例年、事前相談や高校生からの問い合わせの中で、質問が多かったものを取り上げ、大学紹介を行
う。大学の種類や学部紹介、専門、就職先についての説明を行う。
②大学の時間割を作成してみよう

自分が目指したい学部のシラバスを見ながら時間割を作成する。学部の授業内容を見て、学生チュ
ーターの説明を聞きながら、自分の興味のある授業を選んでいく。
③それぞれのキャンパスライフ

理系学部の学生と文系学部の学生チューターが、自分がなぜこの学部を選んだのか、授業でどうい
う勉強をしているかを、写真や資料を使いながらプレゼンしていく。一日のスケジュールなども紹介
し、大学を卒業した後、どういう職業に就きたいと思っているか等、将来に向けての展望も語っていく。
④大学における障害学生支援

障害学生支援の体制に関する情報や合理的配慮の決定手順、個別の面談やグループワークなどの情
報を提供する。作成したe-ラーニングコンテンツを見ながら、個別の合理的配慮に関する紹介も行う。
⑤昼食＆施設利用体験

食堂の利用や図書館の見学を行い、構内を散策しながら大学の雰囲気を感じる時間となっている。
⑥研究室訪問

実際の授業や研究の様子を見たいという高校生の希望を受けて、理系学部の研究室訪問をしてい
る。大学院生が高校生を実験室に招き、研究内容や実験の目的・方法を説明し、質問に答えていく。
⑦先輩の体験談に学ぶ

支援を受けていた発達障害学生が体験談を語るとともに、参加生徒との質疑応答も行い、交流を図
る場である。在学する発達障害学生からは、「大学受験のヒントや工夫」、「自分自身の特性に対してど
のような工夫をしているか」、また「優れた特性をどのように活用しているか」などが語られた。就職
活動を経て障害者雇用枠での就労を果たした卒業生からは、「大学時代に困ったこと」、「支援を申請し
て学びは保障されたこと」、「就労移行支援事業での訓練内容」、「働き始めて」をテーマに体験談が語ら
れた。

発達障害学生や卒業生の体験談は高校生や保護者の関心が高く、多くの質問が寄せられた。高校生
にとって発達障害のある大学生の話は、自分自身の障害特性や困りごとと共通する点が多く、少し年
上の先輩がどのように受験期を乗り越え、大学生としての現在に至るかを知ることができ、大学進学
を希望する高校生のロールモデルとなったと思われる。プログラム終了後の感想には、「大学の選び
方、入試または入学後のスケジュール管理などが学ぶことができ、自分の中の将来へ対する不安が少
し小さくなった。」、「とても興味深いものがたくさん見られて、充実した時間になった。まだ将来への
不安は残っていますが気負いしすぎず、頑張ろうと思う。」など、将来に向けての思いや決意を見るこ



65

予防精神医学 Vol.7（1）2022

とができた。

（2）発達障害学生に対する支援
発達障害学生支援では，障害の社会モデルを念頭に障壁の除去を目指す合理的配慮の提供と、心理

教育を基盤とする学生個人の成長・成熟を念頭に置いた個別支援を行っていくことが重要である（西
村, 2021b）。
①個別面談

個別面談における対話は、重要な自己理解の場となる。対話は合理的配慮に関することだけに限定
されているわけではなく、修学に関わること、生活のこと、人間関係に関することなど多岐にわたり、
学生は自身に関わるさまざまな事柄を言葉にし、支援者と一緒に考え、対処法を見つけていく。

支援室では学生との対話を中心にした支援方法を行っているが、思いを語ることは発達障害学生に
とって簡単なことではない。複雑に絡み合う状況の中にいて、どこを切り取って言葉にしていけばよ
いのかがわからず黙り込んでしまう学生も多い。支援者が問題に直面した学生の内面にある思いや考
えを、時間をかけて聞き取り、状況を整理していくことで、学生はぼんやりとしていた状況を整理し、
言語的に表現ができるようになっていく。言葉によって再構築された現状を眺め、学生は自分自身に
起きた問題は解決不可能な問題ではなく、対処法があることに気づき、自分自身の支援ニーズとして
自覚されていく。

図3　個別面談の内容と目的

図3は、個別面談の内容と目的である。支援者との個別面談は定期的に行われる。時間割に沿って
科目ごとの出席状況や授業内容の理解の程度、課題の有無について確認していく。課題が出ている場
合、締め切りを確認し、課題に取り組む場所なども確認しながらスケジュール帳に記入していく。授
業の合理的配慮に関する感想も聞き、学びやすい環境になっているかについても確認していく。個別
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面談は入学直後の学生は丁寧に行うが、学年が進むにつれ学生が自律的に行うことができるようにな
るため、面談の回数は徐々に減っていく。修学に関することだけでなく、趣味のことや気になること
を話す学生も多く、週一回の面談の場が対話を楽しむ場となっている。実際的な実行面の支援によ
り、ライフ・スキルやスタディ・スキルを獲得することによって修学状況が改善し、その事実が学生の
自己効力感を高めることにつながっていく。対話による支援は、学生自身が問題解決に関与している
という実感を得ることができ、自分自身への肯定的感情が芽生えるきっかけになっている。

個別面談は、現在の困りごとに焦点を当てているが、語りは現在から過去のできごとの語りにうつ
っていく場合がある。過去のつらい記憶が今の自分を苦しめることも多く、状態像が悪化することも
あるが、「今、確かにできている」という事実が、彼らのネガティブな自己像を肯定的な自己像に敷き
直していく。自分にとってより良い環境を作っていくためのセルフ・アドボカシー・スキルの獲得も
重要なテーマであり、個別面談での対話は青年期の発達課題を達成するための大切な場であると言え
る。
②心理教育的支援

同年齢の学生同士のコミュニケーションの場が欲しいという発達障害学生の希望を受けて、週一回
60分の「ランチ・ラボ」と、不定期で行う「コミュニケーション・ワーク」を提供している（曽我ら, 
2020）。「ランチ・ラボ」の目的は、安心でき、多様な価値観が尊重される場で、自分なりのコミュニケ
ーション様式を創造することであり、他者の思いに気づき、相手の意図や気持ちを想像し理解しよう
とすること、そして自分の思いを他者に伝えるための方法を知ること等が挙げられる。参加している
学生が、存在を脅かされることなく　安心して交流できることが重要で、多様な価値観が尊重される
なかで、人は自分なりの関わり方に自信を持つことができると考えている。

コミュニケーション・ワークでは、さまざまなツールを利用して具体的に関わる体験が中心である。
活動を通して相手の思いに気づき、相手の気持ちを想像する機会を持つと共に、相手からも自分の考
えを尊重してもらえるという体験をする。心地よい集団の中で、他者と関わることを楽しみ、自らの
コミュニケーションスキルを磨きたいと思う場を提供することの意義は大きい。心理教育的サポート
とは、自分自身の特性を認識し、自己理解を進めながら適切な対処法を知ることによって、将来的な自
立を目標とする発達促進的なサポートである。具体的問題の解消だけではなく、解決するプロセスを
通して青年期の心身の成長をサポートする発達促進的な取り組みと捉えている。学生の心理的成長・
発達を促し、彼らが肯定的な自己像をもつための心理教育は重要な支援の一つである。
③就職支援

支援室では、学生や家族の意向を尊重しながら、一般就職と障害者雇用枠での就職の両方を視野に
入れた支援を行っている（日下部, 2022）。定期的な個別面談を行うことで、一般就職を果たす学生も
多く、毎年、学部を卒業する支援発達障害学生の約55％は一般就職で採用されており、障害者雇用枠
での就職を選択する学生は約5％となっている。就職活動を開始するにあたって、支援者は、卒論と就
職活動のスケジュール調整を行い、個々の学生の強みを活かせる職種の選択について学生と話し合っ
ていく。就職活動に関しては、学内の就職・キャリア支援センターや学外の就労支援機関との連携が
必須である。特に、障害者雇用枠で就職した学生に関しては、内定が決まった時点で本人の了解を得
て、企業での支援会議に同席し、大学での支援のコツを報告していく。発達障害者の雇用が初めてと
いう企業に対しては、就労移行支援事業所の定着支援を定期的に開くことで、適切な配慮を検討する
ことができる。卒業生の面談では、働くことの意味や自立について考え、「自分にとってのキャリア」
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に向き合っている姿を見ることができる。大学での支援に引き続き行われる卒後支援は、支援者にと
っても青年期から成人期へ成長・成熟する卒業生の姿を見ることができる機会となっている。

4．青年期の発達障害学生に対する支援の意義
大学における障害学生支援のスタイルが、学生の自己理解を促進し、自己対処力を高め、適応的に生

きていく中で、自身の特性上の強みを活かし、社会への参入への意欲と自信を育むことを、多くの学生
を支援する中で確認してきた。

図4　青年期の発達障害学生に対する支援の意義

図4に示すように、障害学生支援は、障害のある学生の権利保障のために学びの環境を整える役割
を担っているとともに、彼らの青年期の発達保障を念頭に置いた支援を展開する必要があると考えて
いる。学生は安定した大学生活の中で自身の特性を理解し、その延長線上に、職業人として生きてい
く将来像を描くことができるようになっていく。自分自身の障害理解、障害受容は簡単なことではな
い。しかし、学生が自信をもって前に進むことができる姿をみるたびに、対話を通して行われる自己
理解・障害受容の大切さを実感する。大学は、教育機関としては最終段階の場ではあるが、一人ひと
りのライフステージを眺めた時に、ここからが社会人としての人生のスタートでもある。学生が新し
い環境・社会へ参入するプロセスを一貫して支援する障害学生支援の意義は大きい。

利益相反
本論文において開示すべき利益相反はない。

※注1）独立行政法人日本学生支援機構の調査では、SLD（限局性学習症／限局性学習障害）、ADHD（注
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意欠如・多動症／注意欠如・多動性障害）、ASD（自閉スペクトラム症／自閉症スペクトラム障害）を対
象に「発達障害」と表記しており、文部科学省の「障害のある学生の修学支援に関する検討会」でも「発
達障害」を支援対象としているため、本論文では「発達障害」と表記する。
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